（様式３－６①）バリアフリー　戸建て　2017 年度基準
環境共生住宅認定（必須要件）個別供給型・団地供給型

戸建て住宅　【バリアフリー】
　本書類に記名戴きご提出下さい。

	次のとおり，環境共生住宅認定基準に適合する工事を実施します。

平成　　年　　月　　日

住宅の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


基準への適合状況

（１）評価基準

１．住宅内の床のうち次の各号に掲げる部分の床及び当該各号に掲げる部分相互間をつなぐ廊下の部分は、段差のない構造とすること。ただし、居室の部分のうち、別に定める基準に適合するものとその他の部分の床との間は、30cm以上４５cm以下の段差を設けることができる。

一　高齢者等の寝室のある階の全ての居室（食事室が同一階にない場合は当該食事室（２以上ある場合は、高齢者等が主として使用するものに限ることができる。）を含む、以下同じ。）。

二　便所、浴室（出入口部分を除く）、洗面所及び脱衣室（２以上ある場合は、高齢者等が主として使用するものに限ることができる。以下同じ。）

三　玄関（土間の部分を除く。）

四　高齢者等の寝室が設置階（地上階のうち最も低い位置に位置する階をいう。）以外の階に存する場合の当該階のバルコニー（出入口の部分を除く。）

なお、上記において

（１）段差のない構造とは、5mm以下の段差を含むものとする。

（２）高齢者等の寝室とは、入居時に高齢者等が寝室として使用する居室又は将来高齢者等が寝室として使用する予定の居室とする。

（３）段差を設けることができる場合の別に定める基準とは、次のアからオまでに適合するものという。

ア　介助用車いすの移動の妨げとならない位置に存すること。

イ　面積が3m2以上9m2（但し当該居室の面積が18m2以下の場合にあっては当該面積の１／２）未満であること。

ウ　当該部分の面積の合計が、当該居室の面積の１／２未満であること。

エ　長辺（工事を伴わない撤去等により確保できる部分の長さを含む。）が1,500mm以上であること。

オ　その他の部分の床より高い位置にあること。

２．住宅内の廊下のうち前項各号に掲げる部分相互間をつなぐもの（２以上ある場合は、高齢者等が主として使用するものに限ることができる。）の幅は、内寸を78cm（柱の存する部分は75cm）以上とすること。

なお、上記において、廊下については下記ア・イとする。

ア　廊下の幅の計測に当たっては、廊下の壁と床又は天井との取り合い部の化粧材（床幅木、廻り縁、コーナー保護材等）、建具の把手、手すり及びビニルクロス、壁紙その他これらに類する仕上げ材についてはないものとみなす。

イ　柱の存する部分には、建具枠の存する部分を含めることができる。

３．高齢者等の寝室のある階のすべての居室の出入口（２以上ある場合は、高齢者等の基本的な日常生活における移動経路上にあるもの及び高齢者等が主として使用するものに限ることができる。）の幅は、内寸を75cm以上とし、浴室（２以上ある場合は、高齢者等が主として使用するものに限ることができる。以下同じ）の出入口の幅は内寸を60cm以上とすること。

なお、上記において、居室の出入口の幅の計測にあたっては、建具を開放した状態で行う。ただし、開き戸にあっては戸の幅から戸の厚みを減じた寸法、折れ戸にあっては戸の幅からその折れしろを減じた寸法とし、建具の把手はないものとみなすことができる。なお、やむを得ず将来の改造（構造耐力上主要な部分である柱又は壁の撤去若しくは改造を要さないものに限る。）により出入口の幅の確保を行う場合にあっては、居室の出入口の幅の計測に当たっては、建具の枠を取り外した開口の内法とし、浴室の出入口の幅の計測に当たっては、建具の枠の内法とすることができる。

４．浴室の短辺は、内法を1.3m（1戸建ての住宅以外の住宅の浴室にあっては、1.2m）以上とし、その有効面積は有効2m2（1戸建ての住宅以外の住宅の浴室にあっては、1.8 m2）以上とすること。

５．住宅内の階段（２以上ある場合は、高齢者等が主として使用するものに限ることができる）の各部の寸法は、次の各式に適合するものであること。ただし、ホームエレベーターの設置により昇降可能となる部分については、この限りでない。

Ｔ≧19.5　　　Ｒ／Ｔ≦22／21　　　55≦Ｔ＋２Ｒ≦65

これらの式において、T及びRは、それぞれ次の数値を表すものとする。

T：踏面の寸法（単位：cm）

R：踏面の寸法（単位：cm）

なお、上記における階段の各部の寸法の計測は、回り階段の部分においては踏面の狭い方の端から30cmの位置において行うものとする。ただし、次のアからウまでのいずれかに該当する部分についてはこれによらないことができる。

ア　90度屈曲部分が下階の床から上3段以内で構成され、その踏面の狭い方の形状がすべて30度以上となる回り階段の部分

イ　90度屈曲部分が踊場から上3段以内で構成され、その踏面の狭い方の形状がすべて30度以上となる回り階段の部分

ウ　180度屈曲部分が4段で構成され、その踏面の狭い方の形状が、下から60度、30度、30度及び60度の順となる回り階段の部分

６．浴室及び住宅内の階段には、手すりを設けること。ただし、住宅内の手すりについては、ホームエレベーターの設置により昇降可能となる部分を除く。

７．高齢者等の寝室のある階には、便所を設置すること。

	次のとおり，環境共生住宅認定基準に適合する工事を実施します。

平成　　年　　月　　日

住宅の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


基準への適合状況

（１）評価基準

１．住宅内の床のうち次の各号に掲げる部分の床及び当該各号に掲げる部分相互間をつなぐ廊下の部分は、段差のない構造とすること。ただし、居室の部分のうち、別に定める基準に適合するものとその他の部分の床との間は、30cm以上４５cm以下の段差を設けることができる。

一　高齢者等の寝室のある階の全ての居室（食事室が同一階にない場合は当該食事室（２以上ある場合は、高齢者等が主として使用するものに限ることができる。）を含む、以下同じ。）。

二　便所、浴室（出入口部分を除く）、洗面所及び脱衣室（２以上ある場合は、高齢者等が主として使用するものに限ることができる。以下同じ。）

三　玄関（土間の部分を除く。）

四　高齢者等の寝室が設置階（地上階のうち最も低い位置に位置する階をいう。）以外の階に存する場合の当該階のバルコニー（出入口の部分を除く。）

なお、上記において

（１）段差のない構造とは、5mm以下の段差を含むものとする。

（２）高齢者等の寝室とは、入居時に高齢者等が寝室として使用する居室又は将来高齢者等が寝室として使用する予定の居室とする。

（３）段差を設けることができる場合の別に定める基準とは、次のアからオまでに適合するものという。

ア　介助用車いすの移動の妨げとならない位置に存すること。

イ　面積が3m2以上9m2（但し当該居室の面積が18m2以下の場合にあっては当該面積の１／２）未満であること。

ウ　当該部分の面積の合計が、当該居室の面積の１／２未満であること。

エ　長辺（工事を伴わない撤去等により確保できる部分の長さを含む。）が1,500mm以上であること。

オ　その他の部分の床より高い位置にあること。

２．住宅内の廊下のうち前項各号に掲げる部分相互間をつなぐもの（２以上ある場合は、高齢者等が主として使用するものに限ることができる。）の幅は、内寸を78cm（柱の存する部分は75cm）以上とすること。

なお、上記において、廊下については下記ア・イとする。

ア　廊下の幅の計測に当たっては、廊下の壁と床又は天井との取り合い部の化粧材（床幅木、廻り縁、コーナー保護材等）、建具の把手、手すり及びビニルクロス、壁紙その他これらに類する仕上げ材についてはないものとみなす。

イ　柱の存する部分には、建具枠の存する部分を含めることができる。

３．高齢者等の寝室のある階のすべての居室の出入口（２以上ある場合は、高齢者等の基本的な日常生活における移動経路上にあるもの及び高齢者等が主として使用するものに限ることができる。）の幅は、内寸を75cm以上とし、浴室（２以上ある場合は、高齢者等が主として使用するものに限ることができる。以下同じ）の出入口の幅は内寸を60cm以上とすること。

なお、上記において、居室の出入口の幅の計測にあたっては、建具を開放した状態で行う。ただし、開き戸にあっては戸の幅から戸の厚みを減じた寸法、折れ戸にあっては戸の幅からその折れしろを減じた寸法とし、建具の把手はないものとみなすことができる。なお、やむを得ず将来の改造（構造耐力上主要な部分である柱又は壁の撤去若しくは改造を要さないものに限る。）により出入口の幅の確保を行う場合にあっては、居室の出入口の幅の計測に当たっては、建具の枠を取り外した開口の内法とし、浴室の出入口の幅の計測に当たっては、建具の枠の内法とすることができる。

４．浴室の短辺は、内法を1.3m（1戸建ての住宅以外の住宅の浴室にあっては、1.2m）以上とし、その有効面積は有効2m2（1戸建ての住宅以外の住宅の浴室にあっては、1.8 m2）以上とすること。

５．住宅内の階段（２以上ある場合は、高齢者等が主として使用するものに限ることができる）の各部の寸法は、次の各式に適合するものであること。ただし、ホームエレベーターの設置により昇降可能となる部分については、この限りでない。

Ｔ≧19.5　　　Ｒ／Ｔ≦22／21　　　55≦Ｔ＋２Ｒ≦65

これらの式において、T及びRは、それぞれ次の数値を表すものとする。

T：踏面の寸法（単位：cm）

R：踏面の寸法（単位：cm）

なお、上記における階段の各部の寸法の計測は、回り階段の部分においては踏面の狭い方の端から30cmの位置において行うものとする。ただし、次のアからウまでのいずれかに該当する部分についてはこれによらないことができる。

ア　90度屈曲部分が下階の床から上3段以内で構成され、その踏面の狭い方の形状がすべて30度以上となる回り階段の部分

イ　90度屈曲部分が踊場から上3段以内で構成され、その踏面の狭い方の形状がすべて30度以上となる回り階段の部分

ウ　180度屈曲部分が4段で構成され、その踏面の狭い方の形状が、下から60度、30度、30度及び60度の順となる回り階段の部分

６．浴室及び住宅内の階段には、手すりを設けること。ただし、住宅内の手すりについては、ホームエレベーターの設置により昇降可能となる部分を除く。

７．高齢者等の寝室のある階には、便所を設置すること。

８．共用階段（専ら避難の用に供する共用階段を除く。以下同じ）の各部の寸法は、次の各式に適合するものとすること。ただし、エレベーターが設置されており、住戸の出入口から当該エレベーターの昇降機の出入口に至る経路で階段又は段差を設けられていないものがある場合は、この限りでない。

Ｔ≧24　　　55≦Ｔ＋２Ｒ≦65

これらの式において、T及びRは、それぞれ次の数値を表すものとする。

T：踏面の寸法（単位：cm）

R：踏面の寸法（単位：cm）

９．共用廊下及び共用階段には，手すりを設けること。ただし、共用廊下の手すりについては、次の各号に掲げる部分を除く。

一　住戸その他の室の出入口、交差する動線がある部分その他やむを得ず手すりを設けることのできない部分

　二　エントランスホールその他手すりに沿って通行できることが動線を著しく延長させる部分

１０．住棟の出入口からエレベーター（住戸の出入口からエレベーターを経て住棟の出入口に至る経路が２以上ある場合は、高齢者等が主として使用する経路上に存するエレベーターに限ることができる。以下この節について同じ。）の昇降路の出入口に至る経路で階段又は段差が設けられたものがある場合には、傾斜路を併設すること。

１１．エレベーターの昇降路の出入口の幅は、内法（のり）を80cm以上とすること。

１２．エレベーターの乗降ロビー（共用廊下等と兼用することができる。）の幅及び奥行きは、それぞれ内法（のり）を1.5ｍ以上とすること。

（様式３－６）④

